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2024年度 第3四半期 決算報告

ターンアラウンドの進捗

2025年2月13日

（CEO 内田 誠）

皆さん、本日はご参加いただきありがとうございます。

本日は決算発表の場ではありますが、はじめに、先ほど発表したホンダとの経営統合の
件について、私の方からコメントさせていただき、その後、CFOのパパンより、2024年
度第3四半期の実績をご説明します。そして最後に私から昨年11月にお示ししたターン
アラウンドの取り組みの進捗について、ご説明します。



2024年度 第3四半期実績

2024年度 見通し

ターンアラウンドの
進捗
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発表の通り、当社は本日、取締役会を開催し、昨年12月23日に発表したホンダとの経営
統合の検討に関し、基本合意書を解約し、協議・検討を終了することを決議し、両社間
で合意しました。また、三菱自動車を含む3社の協業形態の検討に関する覚書についても、
解約することになりました。

ホンダとの経営統合に関しては、12月の発表後ただちに、両社で統合準備委員会にて統
合準備に向けた議論を開始し、初期段階の検討として、大きなシナジー効果が期待でき
ることを再確認しました。

しかし、そうした中、ホンダより、基本合意書で合意した枠組みとは異なる、株式交換
による日産の完全子会社化に統合形態を変更したいという提案がありました。

これは、シナジー効果を得るためには、統合を迅速かつ効率的に進める必要があるとい
う理由でなされたものでした。

その後、当社は取締役会において、慎重かつ真摯な審議を重ねましたが、最終的にその
提案は受諾できないという結論に至りました。理由はいくつかありますが、最も大き
かった点についてお話しします。

改めて申し上げますが、経営統合を実施する目的は、両社が力をあわせ、より強い企業
体となることで、グローバル競争に打ち勝っていくためです。

しかし、今回の提案にあるように、日産がホンダの完全子会社となった場合、自主性は
どこまで守られるのか、そして、日産が持つポテンシャルを本当に最大限引き出すこと
ができるのか、その点について、我々は最後まで確信を持つに至らず、この提案を受け
入れることはできませんでした。

今回の決定により、両社の経営統合に関する協議は終了となりましたが、それとは別に
検討を進めている戦略的パートナーシップについては、新たな価値の創造と効率的な方
法によるシナジー効果の実現を目指して、今後も継続して注力していきます。
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2024年度

第3四半期実績
01
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売上高 営業利益 当期純利益

9兆1,432億円 640億円 51億円
-0.3%前年同期比 -86.6%前年同期比 -98.4%前年同期比

2024年度第3四半期累計 サマリー

（CFO ジェレミー パパン）

まず、2024年度の9か月間の主な財務指標についてご説明します。
2024年度第3四半期累計の売上高は9兆1,000億円、営業利益は640億、当期純利益は51
億でした。
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396 395 

244 238 

917 940 

336 328 

547 497 

2,441 2,397 

23年度
第3四半期累計

24年度
第3四半期累計

24年度 第3四半期 小売販売台数実績

中国除き:

+0.3%

-1.8%

第3四半期累計 （千台）

前年同期比

-9.1%中国

-2.6%日本

+2.4%北米

-2.6%欧州

-0.3%その他 147 141 

86 79 

289 318 

109 105 

188 158 

819 801 

23年度
第3四半期

24年度
第3四半期

前年同期比

-16.2%中国

-3.1%日本

+9.8%北米

-8.9%欧州

-3.6%その他

中国除き:

+1.9%

-2.2%

第3四半期

2024年度第3四半期累計の販売台数は対前年比で約2%減の240万台でした。

中国以外の地域の販売台数は僅かに増加しました。
前年から2.4％伸ばした北米の販売を、国内と欧州の台数減が打ち消しました。
中国では引き続き厳しい状況が続いており、当社の販売は前年から減少しました。
中国を除く第3四半期の販売台数は2%近く増加しており、特に新型車の販売が伸びてい
る北米では10%近く増加しています。
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24年度第3四半期累計 財務実績

流動性の状況 (2024年12月末時点）

1. 自動車事業手元資金: 20,233億円
2. 未使用コミットメントライン: 17,759億円

* 親会社株主に帰属する当期純利益

91,714 91,432 4,784 
(5.2%)

640
(0.7%)

3,254 

51 

83,089 81,956 
13,307 12,410 

■ 23年度 第3四半期累計 24年度 第3四半期累計 (億円)

1,819 

-5,067 

2,412 
(2.9%)

-1,504 
(-1.8%)

2,599 

3,809 
4,369 4,550 

自
動

車
事

業
及

び
消

去

売上高
営業利益

(営業利益率) 設備投資当期純利益* 研究開発費

フリーキャッシュフロー ネットキャッシュ売上高
営業利益

(営業利益率)

連
結

計

こちらが主な財務指標の結果です。

2024年度第3四半期の連結売上高は前年並みの9兆円となりました。
連結営業利益は前年から悪化し、640億円に留まりました。
当期純利益は51億円に減少し、自動車事業のフリーキャッシュフローは5,067億円のマ
イナスとなりました。
今後の新商品の投入もあり、設備投資と研究開発は昨年よりも高い水準を維持していま
す。
自動車事業の売上高は8兆円となりました。

売上高営業利益率は1.8％の赤字となりました。2024年度第3四半期末の自動車事業の
ネットキャッシュは1.24兆円となりましたが、自動車事業の手元資金で2兆円超、未使用
コミットメントライン1兆7,000億円超の流動性を確保しています。
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24年度
第3四半期累計その他インフレ影響

モノづくり
コスト

販売
パフォーマンス原材料為替

23年度
第3四半期累計

-143販売金融-872モノづくり-62生産費用-1,043台数 / 構成

-251-ｸﾚｼﾞｯﾄﾛｽ-191その他-2
規制対応 /
商品性向上

-1,100
販売費用 / 
価格改定

+108-その他+35物流費+42アフターセールス

-508ﾘﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ-100研究開発費-42その他

-241その他-466その他

4,784 +314 -2,143

-892

640

+235

-1,063
-595

311-446-350-168-198+23+341,416

24年度第3四半期累計 対前年

営業利益増減分析

（億円）

内訳

24年度第3四半期 対前年

こちらは2024年度第3四半期までの9か月間の営業利益を前年同期と比較したものです。

為替変動が310億円の増益要因となりました。
原材料価格も230億円の増益要因となりました。
一方、販売パフォーマンスは2,140億円の減益要因となりました。
これは台数減および販売費用の増加、新モデルの投入に向けたマーケティング関連の投
資を継続したことによるものです。
モノづくりコストは590億円、インフレの影響で1,060億円の減益要因となりました。
その他の項目で890億円のマイナスの影響がありましたが、販売金融事業の貸倒引当金
およびリマーケティング費用の影響が含まれます。

これらの結果は当社固有の課題および厳しい市場競争が利益を圧迫していることを示し
ていますが、同時に進めている様々な取り組みにより、改善の兆しも見えてきています。

今後、新型車が台数増の主なけん引役となることをお伝えしましたが、中東のパトロー
ル、キックス、インフィニティQX80や米国のアルマーダ等の販売増が台数増に貢献して
います。
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2024年度 見通し02

2024年度通期見通しについてご説明します。
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2,650 

780 

3,430
3,200 

23年度
実績

24年度
見通し

対前年

-1.2%グローバル

-12.2%中国

-0.9%日本

+6.2%北米

-3.1%欧州

-0.9%その他541 533 

361 350 

1,262 1,340 

484 480 

794 697 

3,442 3,400 

23年度
実績

24年度
見通し

• FY2024 OUTLOOK

中国

中国除き

24年度 台数見通し

中国除き:

+2.3%

小売販売台数 生産台数（千台）

売上高および生産台数については、第2四半期決算発表時の見通しを維持しており、
小売販売台数は340万台、生産台数は320万台を計画しています。
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対前回見通し対前年
24年度

今回見通し

24年度

前回見通し

23年度
実績

-2,000-1,857125,000127,000126,857売上高

-300-4,4871,2001,5005,687営業利益

-0.2ポイント-3.5ポイント1.0%1.2%4.5%営業利益率

--5,066-800TBD4,266当期純利益*1

+3+7152149145為替 レート*2 (ドル/円)

-1+6163164157(ユーロ/円)

0+9395,8005,8004,861設備投資

0+4016,5006,5006,099研究開発費

• FY2024 OUTLOOK 24年度 見通し
（億円）

*1:  親会社に帰属する当期純利益
*2:  24年度第4四半期の想定為替レートは150 円（ドル/円）及び157円（ユーロ/円）

2024年度の販売台数、生産台数の見通しは維持していますが、卸売り台数の減少、変動
販売費の増加等を考慮して、売上高の見通しを前回見通しから2,000億円減の12兆5,000
億円に引き下げました。営業利益は300億円減の1,200億円、営業利益率は1.2%から1%に
減少する見通しとなります。

24年度の当期純利益予想には、第4四半期に確定する予定のリストラ費用約1,000億円が
含まれています。

第4四半期の為替予想は、1USドル150円および1ユーロ157円を想定しています。
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• FY2024 OUTLOOK

+50 -200
-50 -150

1,200

+50
0

1,500

1,200-1,537-1,000+350-2,700+100+3005,687

24年度
見通しその他インフレ影響

モノづくり
コスト

販売
パフォーマンス原材料為替

24年度
前回見通し

24年度見通し 対 23年度実績

営業利益増減分析

24年度今回見通し 対 前回見通し

（億円）

0ｸﾚｼﾞｯﾄﾛｽ0モノづくり+150生産費用-50台数/構成

0ﾘﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ0その他0
規制対応 /
商品性向上

-250
販売奨励金/
価格改定

+50一般管理費0物流費+100その他販売費用

-200その他0研究開発

-200その他

内訳

ここで、前回見通しより300億円減少した修正後の営業利益1,200億円 の差異要因を見て
みましょう。
為替および原材料はそれぞれ50億円のプラスに寄与しますが、一方で200億円の販売費
の増加と50億円のモノづくりコストの増加に加えて、それ以外の項目で150億円のマイ
ナスを見込んでいます。

スライドに示す通り、生産、販売管理費等の固定費を改善することが出来ました。



ターンアラウンドの進捗

（CEO 内田 誠）

次に、ターンアラウンドの取り組みの進捗状況について、ご説明します。
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ターンアラウンドの進捗

2026年度
事業の安定化と適正化

中長期

商品力の強化と将来への成長

商品競争力を向上させ、戦略的パートナー
シップの検討とともに取り組みを実行

将来に向けて健全な成長を果たすため、
年間350万台の販売でも

持続可能な収益性とキャッシュを確保

組織と経営体制を改革し、プロセスを効率化

振り返りとなりますが、日産はターンアラウンドを通して、2026年度までに年間350万
台の販売でも持続可能な収益性とキャッシュを確保できる体制に会社を変革し、戦略的
パートナーシップの推進などを通じて、投資効率と商品競争力を高めていくことを目指
しています。

そして、これらの取り組みを迅速に進めるため、組織および経営体制を改革し、プロセ
スの効率化を進めます。
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変動費 固定費
(ものづくり)

2026年度

目標

206

FOREX

34

Existing
model

427

New 
model

AMIO Additional
Oppo

Fixed
cost

Others

1,000

1,000

2,000

固定費
(SG&A)

4.0%
Volume & Mix : -232
Revenue per unit : +53
VME Rate : -114
Variable cost per unit : 
+259

Base volume update: +72
GAT/Region vol opp: +30
Additional rev opp (not vol): +29
Cost up due to NSK Frame opportunity: 
-14

Risk: 
150B

営業利益の推移見通し

2024年度

見通し

2026年度

ターンアラウ
ンドなし

350万台規模で利益が出るコスト構造に

変動費1,000億円 + 固定費3,000億円以上の削減

推進要因:
+ 新車投入
+ 既存市場へ商品投入の
拡大、新セグメントへ商
品投入
(-) 為替変動
(-) 将来への投資

リスク:
- CO2 規制対応コスト
- 固定費のインフレ
- 市場の競争環境

具体的な中身に触れる前に、ターンアラウンドの取り組みの前提について少し触れたい
と思います。

The Arcでは当初、2026年度に450万台レベルの販売台数を計画しておりました。
しかし、市場環境は厳しさを増しており、今後もその状況は続くと見ているため、現在
は前提を350万台に変更しており、これが先ほどの台数の根拠となっています。

2026年度に向けては、競争力の高い新型車の投入や既存市場への商品投入拡大、さらに
新セグメントへ商品投入を図っていきますが、その一方で、為替の変動や将来への投資、
CO2排出規制への対応コストや固定費が増大するリスクなど、収益に影響を与える要素
が多くあります。

そのため、仮に現状のまま事業運営を続けた場合、販売台数は増加するものの、営業利
益は今年度に対し、微増にとどまる見込みです。この状態から、健全なレベルのキャッ
シュフローを維持し、収益性を向上させるためには、現在の販売計画に沿った適切なコ
スト構造に変革することが不可欠であり、2026年度に4%の営業利益率を実現するために
は、変動費で1,000億円、固定費で3,000億円以上の削減が必要と考えています。
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損益分岐台数の引き下げ

自動車事業の損益分岐台数を250万台へ

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

2026年度

収益/コスト(億円)

損益分岐台数

1,000億円
変動費を削減

3,000億円

310万台250万台

営業利益率
4% 

2026年度 ターゲット

(持分法ベース、中国除く)

2026年度

ターンアラウンド前
2026年度

固定費

利益

限界利益

これは弊社の自動車事業の損益分岐点を表した表です。数字は中国を除いたものとなり
ます。持続的な成長を実現するためには、本業である自動車事業でしっかりと利益を上
げることができる構造に変えていく必要があります。

ターンアラウンドの取り組みを実施しない場合、2026年度の損益分岐点は310万台とな
りますが、これを固定費、変動費を削減することで、250万台にまで引き下げていきま
す。

その結果、仮に2026年度の販売台数が中国除きで300万台であったとしても、十分な利
益が出すことが可能となります。



事業の安定化と適正化

では、はじめに「事業の安定化と適正化」の取り組みについてご説明します。
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持続的な収益と財務の柔軟性を確保

3,000億円以上
2026年度までに

変動費の削減

3. 研究開発の効率化

2. 生産拠点の再編

1. 販売費および一般管理費の削減

固定費の削減

1,000億円
2026年度までに

ターンアラウンドの主な施策

ここからは、固定費、変動費、それぞれの取り組みの詳細と進捗状況についてご説明し
ますが、いずれも具体的な実施計画はほぼ固まっており、すでに実行している活動も多
くあります。
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2024年度 2026年度

ターンアラウンドなし

販売費および

一般管理費

生産 R&D 2026年度 目標

億円

ターンアラウンド

Target 57
Visibility 57 + [3]

Target 96
Visibility 96

2,000

1,000

300

固定費の削減

削減目標：3,000億円以上

固定費差異分析

2026年度の固定費は、仮に対策を打たない場合、今年度と同レベルの水準となることが
想定されます。そのため、4%の営業利益率を実現するには、少なくとも3,000億円以上
の削減が必要となります。
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FMIの効率化

人件費と

経費の削減

主な施策 主な取り組み

2,000億円のコスト削減

グローバル及びリージョンのマーケティング活動とスポン
サーシップ活動の優先順位を付け、投資効果を最大化

宣伝広告の計画と購入戦略を改革し、固定費を削減

販売費および一般管理費の削減

グローバルで一般管理部門の人員を2,500人削減

組織のスリム化によるポジションの削減
新規採用の抑制と早期退職プログラムの導入

労務費単価の低減
シェアードサービスセンターの活用を拡大(1,000人分の業務を追加移管)

一般経費を350億円削減

販売費及び一般管理費では2,000億円の削減を見込んでいます。

組織をスリム化することにより、ポジションを削減するとともに、採用の抑制、早期退
職制度を拡大し、間接部門の人員をグローバルで2,500人削減します。

さらに、1,000人分の業務をシェアードサービスセンターに移管し、単位労働コストを削
減します。
併せて、全体的に経費の削減を進めています。

また、すべてのマーケティング活動、スポンサーシップ活動に優先順位をつけ、投資効
果を最大化していきます。加えて、広告の計画、購入戦略の改革、広告制作のアプロー
チを抜本的に見直すことで、固定費を削減していきます。
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規模の適正化
と再編

新車投入準備の効率化

新車投入に伴う設備投資とコストを削減

エンジニアリング
とオペレーション
の効率化

主な施策 主な取り組み

26年度25年度人員取り組み

5001,000間接/準直接員工場/ラインの最適化

7002,900直接員

0350間接/準直接員シフト変更

01050直接員

車両、パワートレイン生産工場: 25年度に5,300人、26年度に 1,200人の削減を予定

• 3工場の閉鎖：FY25 Q1タイ工場＃1、FY25 Q3およびFY26にその他2工場を閉鎖
• シフト変更：FY25にスマーナ工場＃2、キャントン工場＃2
• 470億円/年の固定費削減を実現し、さらに400億円/年の変動費削減を見込む

1,000億円のコスト削減

生産拠点の再編

生産部門では1,000億円の削減を見込んでいます。

拠点の適正化と再編を進めるため、車両工場、パワートレイン工場では、2025年度に
5,300人、2026年度には1,200人の人員削減を予定しています。具体的には3つの工場の
閉鎖を計画しており、2025年度の第1四半期にはタイの第一工場を閉鎖し、第二工場に
統合します。その他、2つの工場も2025年度の第3四半期と2026年度に閉鎖する予定で
す。また、スマーナ及びキャントン工場では2025年度より、シフト変更を実施していき
ます。その結果、工場・ラインの最適化、シフト変更などを通じて、年間470億円の固
定費削減を実現し、さらに400億円の変動費削減を見込んでおります。

また、新車に関わる生産準備コストの最適化や、新車導入に伴う設備投資、コストの削
減を進めていきます。
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350万

工場稼働率

2024年度 2026年度

500万台

400万台

グローバル(台)

85%

連結工場
(中国除き)

300万

70%

150万

2024年度末

中国工場
(実施済)

100万

常州工場

人員削減

グローバルな生産能力の削減と生産調整を実施（-20%）

2024年度 2026年度

発表済
今後

**人員稼働率 90%

生産拠点の再編

グローバルの生産能力は、今年度の500万台から2026年度には400万台まで、20%削減す
る計画ですが、すでに取り組みは始まっています。

中国については、150万台の生産能力を持っていますが、常州工場の閉鎖、シフト変更
を含めた生産体制を最適化により、実質的な生産能力は、100万台に調整済みとなって
おります。今年からは新エネルギー車の生産も始まりますので、今後の能力削減につい
ては、パートナーとも協議の上、進めてまいります。

中国を除く地域では、先ほどご説明した計画を含め、工場ラインの最適化、生産体制の
見直しにより、350万台から300万台に減少する見込みで、工場稼働率は現在の70%から
85%に上昇します。
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300億円以上のコスト削減目指す

開発期間をメインモデルで15ヶ月、後続モデルで20ヶ月短縮
開発コストの削減
と開発期間の短縮

主な施策

開発拠点の最適化

主な取り組み

外部委託開発の最適化やコスト効率の高い拠点の活用

ファミリー開発の適用により200億円のコスト削減

商品開発の効率向上

次に、商品開発プロセスの効率化よる300億円以上のコスト削減についてご説明します。

詳細は次のページでご説明しますが、企画・開発プロセスを抜本的に見直すことで、
リードモデルで15か月、後続モデルで20か月の期間の短縮を図ります。さらに、ファミ
リー開発を導入することで、コスト面でも200億円の削減効果を見込んでいます。

また、アウトソーシングの最適化とコスト競争力のある開発拠点を積極的に活用するこ
とで計画を実現していきます。
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メインモデル

開発開始 生産開始

52 カ月

37カ月

50か月

30か月

旧

新

企画・開発サイクルの最小化、および
試作ロットの大幅削減

新プロセスで開発した最初のモデルを
2026年度に発売

進行中のプロジェクトにも適用し、
2025年度からコスト削減効果を実現

ファミリー開発により
市場投入期間を短縮し、

開発コストを削減

後続モデル

開発開始 生産開始

商品開発の効率向上

この新しいプロセスは、企画と開発の連携をさらに強化することで、開発リードタイム
の短縮とフィジカルの試作ロット削減に貢献します。

本プロセスを適用した最初のモデルは2026年度に市場投入する予定です。また、すでに
進行中のプロジェクトにも一部適用することで、開発費の削減効果は2025年から出てく
ると見込んでいます。
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1,000億円のコスト削減を目指す

仕様の適正化により600億円を削減

• 最新の市場スタンダードにあわせて性能と仕様装備を見直し、競争力のある
価格で高いお客さま価値を提供

• 現行の グローバル主要6車種から取り組みを開始

部品種類を 70%削減

生産計画を改善することで、サプライチェーンを効率化し、倉庫費用を削減

さらなる効率化とアフターセールスの倉庫費用の削減

仕様の適正化

主な施策

製造コスト削減

主な取り組み

変動費の削減

次に、1,000億円の変動費削減についてですが、これは、主に2つの手段で実施していき
ます。

１つは、お客様に競争力のある価格で価値を提供するため、市場の基準にあわせて、商
品設計を見直し、コストを最適化します。6つの主要なグローバルモデルから適用するこ
とで、600憶円の削減を実現します。

また、部品点数の70%削減と生産計画の改善により、サプライチェーンの効率化を図り、
保管費用を削減していきます。さらにアフターセールス部品についても管理を効率化し、
コストを削減していきます。



商品力の強化と将来への成長

次に商品力の強化と将来への成長について、お話しします。
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高いオフロード性能を実現する
７代目

インテリジェントAWDを搭載し
た表現力豊かなコンパクトクロ

スオーバー

先進の運転支援技術を搭載
したフラッグシップとなる

ラグジュアリーモデル

インドで生産され、各国へ輸出さ
れるエントリーレベルのB-SUV

e-POWERを搭載する
洗練されたコンパクト

ハッチバック

快適なコネクティビティ
を備えた4世代目

オフロードでの優れた走破性を実
現するフルサイズSUV

大胆なデザインで多彩
なカスタマイズが可能

なクロスオーバー

先進のコネクティビティを
備えたセグメントのパイオ

ニア

キャシュカイ
ジューク キックス アルマーダ

ムラーノ
QX80

ノート/オーラ

マグナイト

パトロール

2024年度に刷新・強化された主要モデル

商品ラインアップの強化

2024年度は各市場での競争力を強化するために、多くのモデルを投入しました。

例えば、日本では、マイナーチェンジした「ノート」「オーラ」がコンパクトカー市場
においてNo.1モデルに輝き、電動化を牽引しています。

米国では、新型「キックス」が高い実用性とデザイン性で好調な販売を記録しました。
フラッグシップSUV「QX80」は、先進技術とラグジュアリーな快適性が評価され、グ
ローバル市場での存在感を高めています。また、フルサイズSUVの「アルマーダ」、ク
ロスオーバーSUVの「ムラーノ」も発売後、大変好評をいただいております。

中東では、圧倒的なオフロード性能を誇る「パトロール」が引き続き高い支持を獲得し、
堅調な販売を維持しています。販売が好調なパトロール、アルマーダ、QX80を生産する
日産車体九州では、現在、これらの車種を増産する準備を進めています。
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お客さまの多様なニーズに応えるモデルを市場投入

ハイブリッド

最適なEV (新エネルギー車) を最適な市場へ

ローグ e-POWER
2026年度

大型ミニバン
2026年度

次世代リーフ
2025年度

N7
2024年度

モデルラインナップの刷新

軽自動車
2025年度

ローグ PHEV
2025年度

コンパクトEV
2025年度 ＊生産開始時期

商品ラインアップの強化

このモメンタムを維持するため、今後も引き続き、商品ラインアップの刷新を進めてい
きます。

これらはその一部ですが、米国では、ローグのPHEV、e-POWERを投入します。
日本では、軽自動車、大型ミニバンを投入し、ラインナップを強化します。
バッテリーEVについては、新型LEAFをグローバルに投入し、欧州にはコンパクトEVを投
入します。
さらに、中国では新エネルギー車の「N7」が今年いよいよ発売となります。
これらはルノー、三菱自動車、東風とのパートナーシップをフルに活用し、効率的に投
入していきます。
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最良効率エリアを徹底活用した
エネルギーマネジメントの実現

新燃焼コンセプトを採用した
e-POWER専用エンジン

エンジン回転数

エ
ン

ジ
ン

ト
ル

ク

最良効率エリアの拡大

市場の拡大

第1世代 第2世代 第3世代

コスト削減
(第1世代比)

燃費改善
（第1世代比）

HEVセグメントで
最良燃費を実現

15%
高速燃費の向上

20%

20%

10 %

キャシュカイ
(欧州)

ローグ
(US)

大型ミニバン
(日本)

ラテンアメ
リカ

2020 - 2024年度2016年度 2025 – 2026年度

性能の向上
燃費向上

（第1世代比）

日本 アセアンと
欧州

中国

e-POWER の進化

第３世代e-POWERの適用

電動化戦略の柱の1つであるe-POWERについては、第３世代のシステムを今年、キャ
シュカイから投入し、その後、ローグ、大型ミニバンへと順次展開していきます。

e-POWER専用エンジンの進化と電動パワートレインの統合化により、第３世代では、燃
費、静粛性が大幅に向上し、コストも大きく下がります。また、長距離移動が多い海外
で重視される高速燃費においても優れた性能を発揮します。最初に投入するキャシュカ
イでは第2世代に対して15%改善し、クラストップレベルを実現する見込みです。
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インテリジェントアラウンドビューモニター
(2025年モデルイヤー QX80より)                                  

3次元表示+ フード透過表示

世界初のステアリングによる回避機能を搭載した

空間認知車両制御技術（Ground Truth Perception）

Nissan SDVプラットフォーム上で動作する
大規模言語モデルAIによるドアtoドア自動運転

Nissan Connect+Google Built-in 
(2024年モデルイヤー ローグより)

2026年

以降

現在～
2026年

まで

将来に向けたイノベーション差別化を実現する技術

• 初のドライバーレス運行(25年3月)

• モビリティサービスの大規模実証実験
(25年9月)

車両制御技術LiDAR による認知機能 国内初の都市部における
混走でのドライバーレス運行(@横浜)

最先端の知能化コックピットと
ドライバーアシスト機能

革新的な自動運転技術
革新的なドライバーレス

モビリティサービス

差別化を実現するイノベーション

知能化技術の開発にも引き続き、力を入れています。

2026年までは、インテリジェントコックピットと運転支援技術の進化に注力していきま
す。

2026年以降は、Door-to-Doorの自動運転技術、LiDAR技術による次世代の衝突回避機能
などを実用化し、その普及を目指していきます。

その先は、ドライバーレスのモビリティサービスを実用化し、安全で快適なモビリティ
社会の実現に貢献していきます。
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2024年度 2026年度新規市場へ
商品投入の強化、・

新規セグメント
へ商品投入

フルモデルチェンジ高車齢モデル・
生産終了モデル

全需の拡大

300万台

270万台

新規投入
モデル

新車投入、新規市場への参入、戦略的な取り組みにより
成長を目指す

10万 -30万 +30万
+10万 +10万

(マーケットシェア 4.4%)

(マーケットシェア 4.8%)

販売台数
(中国除き)

売上の成長

次に、収益を支える販売面での成長について、触れたいと思います。

今年度は中国除きで270万台を見込んでおりますが、新車投入や既存市場への商品投入
拡大により、2026年度には中国除きで300万台を想定として置いています。

また、パートナーシップを活用し、競争力の高い商品を投入するとともに、中国からの
輸出による販売機会の最大化を含め、戦略的な検討を進めています。
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階層を減らし、管理者1人が管理して
いる部下数や業務領域を拡大すること
で意思決定のスピードを向上

新たな統一されたグローバルシステム
を活用し、事業目標に沿った役割とポ
ジションの評価、再格付けを実施

上流機能は本社に権限を集約、下流機能
についてはリージョンに権限委譲し、ス
リムな本社を実現

より権限を与えられたリージョン組織に
よる効率的な事業運営

階層のスリム化役員体制の再編

現在の執行役員制度を廃止し、執行職制
度（非役員）を導入する。階層を減らし、
ポストも20%削減する

2024年度 2025年度

GHQ

グローバルとリージョンの
役割分担の明確化

-20% スリム化

権限委譲

スリム化された、階層の少ない組織構造
のもと、次世代の抜てき人事を促進

組織およびプロセスの最適化

次に組織とプロセスの最適化についてお話しします。

役員体制については、今年4月からその数を大幅に削減し、CEOおよび、各ファンクショ
ン、リージョンの責任者のみとします。あわせて、現在の執行役員体制を廃止し、執行
役員は新たに設定する執行職となります。

執行職の人数は、現在の執行役員から2割削減します。これにより、一人当たりの担当領
域、責任範囲は広がりますが、レイヤーがなくなることで、意思決定や実行のスピード
を高めることが可能となります。また、若手の抜擢を促進することで、次世代リーダー
層の育成と社内の活性化を図っていきます。

また、組織における階層を減らし、一人当たりの管理範囲を拡大することで、意思決定
のスピードを向上させます。

グローバルとリージョンの役割分担については、上流機能は本社に権限を集約し、下流
機能はリージョンへの権限委譲を進めます。それにより、本社機能をスリム化し、全体
としてオペレーションの効率性を向上させます。
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～2026

事業とポートフォリオの再構築

• 市場での存在感を再評価し、当社が
残るべき市場と、その他の市場におけ
る事業戦略を決定する

• 優先順位を付けて効率的に投資を行
うため、コアとなる商品、プラットフォー
ム、パワートレインついてさらなる最適
化を行う

• アライアンス、ホンダ、その他のパート
ナーとの共同プロジェクトを加速する

開始済みの取り組みに加え、さらなる方策を積極的に推進する。
業績改善に向けてあらゆる方策を実行していく。

ストラテジックレビュー(戦略検討）
を行い、パートナーシップの機会を
積極的に模索する

資産の最適化

• 厳格に企業資産を評価し、大幅なコス
ト削減と効率性向上に資するあらゆる
機会を明確化する

• 事業のカーブアウト、資産のリースバッ
ク、資産の統合などについて検討を進
める

新たなパートナーシップの機会

• 日産の企業価値を大幅に高めることが
可能な戦略的パートナーシップの機会
を追求する

今後のステップ

以上がターンアラウンドの取り組みの進捗ですが、今後さらに実行スピードを加速させ、
１日も早く成果を出していきます。

一方で、先ほどご説明した足元のパフォーマンスや変化している事業環境を踏まえると、
あらゆる選択肢を聖域なく検討し、さらに踏み込んだ構造改革を進めることが不可欠と
考えています。

そのため、まず、事業とポートフォリオについては、どのマーケットに残り、どう事業
運営していくのかを、より明確化していきます。

また、商品、プラットフォーム、パワートレインについても優先順位をつけ、残すもの、
止めるものを決めていきます。

アライアンスやホンダを含む、現在パートナーと進めているプロジェクトについては、
今後、取り組みをさらに加速させていきます。

資産の最適化については、コスト削減と効率性向上につながる、あらゆる機会を明確化
していきます。
さらに、事業の効率性を高めるため、事業のカーブアウトや資産の統合、リースバック
などについても検討していきます。
こうした取り組みはすでに開始しており、詳細については、1か月をめどに皆さんにご説
明したいと考えています。



一方で、現状の事業環境においては、これだけで生き残っていくことは厳しいと考えて
います。
そのため、現在のパートナーシップの効果を最大化するとともに、今後、ストラテジッ
ク・レビュー、すなわち、戦略検討を行い、新たなパートナーシップの機会についても
積極的に模索し、企業価値の最大化を図っていきます。

私からの説明は以上です。
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本資料に記載されている将来に関する記述は、現時点で入手可能な情報に基づいており、リスクと不確実性を

含んでいます。従いまして、今後の当社グループの事業領域を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等

により、実際の業績がこれらの記述と大きく異なる可能性があることをご承知おきください。


